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はじめに 

近年の消防行政を取り巻く環境は、災害の多様化及び大規模化、都市構造の複

雑化、住民ニーズの多様化など大きく変化しておりますが、消防は今後も更なる

変化にも的確に対応し、住民の生命、身体及び財産を守る責務を全うする必要が

あります。 

特に、少子高齢化の急速な進展に伴う人口の減少や、今後一層厳しくなる財政

状況などにより、行財政上、様々なスケールメリット等を活かした効果的・効率

的な消防体制の確立が求められています。 

これらの課題に対応すべく、国においては、平成 18 年６月に消防組織法を改

正し、同年７月に「市町村の消防の広域化に関する基本指針」を策定しました。 

これを受け、静岡県では平成 20 年３月に県内市町の広域化を推進するため、

県全体を東部、中部、西部の３圏域消防本部を基本とした「静岡県消防救急広域

化推進計画」を策定しましたが、全ての市町の同意が得られず、東部圏域では駿

東伊豆地区の８市８町 11 消防本部で、平成 22 年７月から消防救急の広域化の

検討がされてきました。 

しかしながら、消防の広域化に対する市町の考え方の相違や消防救急デジタ

ル無線の期限もあり、三島市、裾野市、長泉町の２市１町では、駿東伊豆地区の

消防広域化には参加しないこととし、消防指令センターの共同運用、消防救急無

線のデジタル化の共同整備及び消防救急広域化に関する研究協議を行うため、

平成 24 年５月に任意協議会を設立し、消防救急の広域化について協議を進めて

きました。その結果、平成 26 年４月には三島・裾野・長泉地区が「市町村の消

防の広域化に関する基本指針」に規定する消防広域化重点地域に指定されまし

た。 

２市１町では、「災害発生時の初動体制の強化」、「統一的な指揮の下での効果

的な部隊運用」「救急業務や予防業務の専門性の強化」など消防力、救急力の向

上が見込まれることから、平成 28 年４月を目途に広域化することが平成 26 年

５月に合意され、平成 27 年４月１日に法定協議会を設置し、広域消防運営計画

の策定に向けた協議をしてまいりました。 

この広域消防運営計画は、広域化後の新たな消防本部の円滑な運営を確保す

るため、消防組織法、市町村の消防の広域化に関する基本指針を踏まえ策定した

ものであり、広域化後における住民の安心安全を司る消防体制の整備及び充実

強化を図るための基本的な計画として位置付けるものです。 
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第１章 現況と課題 

 

第１ 現 況 

１ 構成市町の現況 

静岡県の東部に位置する三島市、裾野市及び長泉町（以下「２市１町」という。）は、

世界文化遺産の富士山の麓に、東には箱根外輪山、西には愛鷹連山、南に駿河湾を望み、

豊富な地下水にも恵まれ、美しい自然に囲まれた地域である。 

２市１町は 226.77 ㎢の面積に 206,966 人の住民が生活している。近年では、新東名

高速道路や東駿河湾環状道路が開通し、東海道新幹線などの鉄道網と共に交通アクセ

スの利便性にも優れている。 

人口については、国立社会保障・人口問題研究所の推計1によると長泉町を除く２市で

は、2010 年から 2040 年の将来推計人口の大幅な減少が予想され、一方で老年人口は、

大幅に増加し高齢化の進行が見込まれている。 

             

＜市町の面積（平成 27年 4月 1 日現在）＞             （㎢） 

項 目 三島市 裾野市 長泉町 合 計 

面 積 62.02 138.12 26.63 226.77 

 

＜市町の人口（平成 27年 4月 1 日現在）＞             （人） 

項 目 三島市 裾野市 長泉町 合 計 

平成 27 年 111,616 53,078 42,272 206,966 

 

＜将来推計人口＞                         （人） 

項 目 三島市 裾野市 長泉町 合 計 

2010 年(H22) 111,838 54,546 40,763 207,147 

2020 年(H32) 107,150 54,773 42,568 204,491 

2040 年(H52) 89,506 50,557 42,760 182,823 

2010 年(H22)の

人口を 100 とし

たときの総人口

の指数 

80.0％ 92.7％ 104.9％ 88.3％ 

 

                                                   
1 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3月推計）」 
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＜年齢 3区分による各市町の人口推移＞ 

三島市 

裾野市 

長泉町

15,072 13,982 12,606 11,226 10,051 9,342 8,854

71,046 66,521 63,090 60,467 57,183 52,765 47,460

25,442 29,449 31,454 31,727
31,853

32,297
33,192

0
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2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人）

8,170 8,124 7,844 7,286 6,774 6,510 6,322

35,258 34,300 32,923 32,323 31,541 30,185 28,272

10,259 12,541 14,006 14,556 14,904 15,300 15,963

0
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6,721 6,971 6,852 6,534 6,223 6,126 6,143

26,216 26,150 26,338 26,762 26,724 25,998 24,801

7,668 8,836 9,378 9,580 10,027 10,764 11,816
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2 市 1 町合計 

 

 

＜年齢３区分による人口割合（2010 年（H22）＞ 

 

＜年齢３区分による人口割合（2040 年（H52）＞ 

29,963 29,077 27,302 25,046 23,048 21,978 21,319

132,520 126,971 122,351 119,552 115,448 108,948 100,533

43,369 50,826 54,838 55,863 56,784 58,361 60,971

0
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18.9%

21.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

三島市

裾野市

長泉町

2市1町合計

年少人口（割合） 生産年齢人口（割合） 老年人口（割合）

9.8%
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２ 消防の現況 

(1) 消防本部、消防署所の配置状況 

平成 27 年 10 月 6 日2現在、各消防本部、各署所の配置状況は以下のとおりである。 

＜消防署所の配置＞ 

市町名 施設名称 所在地 運用開始年月 

三島市 

三島市消防本部（消防署） 三島市南田町 4-40 平成 18 年 9 月 

三島消防署 北分遣所 三島市文教町 2-1-32 昭和 59 年 1 月 

三島消防署 錦田分遣所 三島市谷田（並木）294-1 平成 9 年 3 月 

三島消防署 中郷分遣所 三島市中島 85-14 昭和 49 年 2 月 

裾野市 

裾野市消防本部（消防署） 裾野市石脇 515 平成 15 年 3 月 

裾野消防署 須山分遣所 裾野市須山 1545-8 平成 21 年 12 月 

裾野消防署 茶畑分遣所 裾野市茶畑 850-3 昭和 55 年 12 月 

長泉町 長泉町消防本部（消防署） 長泉町中土狩 910-1 平成 元年 3 月 

 

(2) 消防職員の状況 

平成 27 年 10 月 6 日現在、各消防本部の職員の状況は以下のとおりである。 

＜職員状況＞                              （人） 

項目 三島市 裾野市 長泉町 合計 

定数 １２０ ７７ ５５ ２５２ 

実人員 １１８ ７４ ５２ ２４４ 

所属別内訳  

消防本部 １６ １３ ９ ３８ 

 

総務・管理課 ９ ８ ９ ２６ 

予防課 ５ ５  １０ 

警防救急課 ２   ２ 

消防指令センター ８ ５ ４ １７ 

3 市 2町消防指令センター3 ２   ２ 

消 防 署 ９２ ５６ ３９ １８７ 

合   計 １１８ ７４ ５２ ２４４ 

※ 消防長及び県消防防災航空隊派遣は総務へ計上 

                                                   
2 三島市、裾野市及び長泉町消防指令センター運用開始に合わせ、北上分遣所を一時北分

遣所に統合したことから、調査年月日を平成 27年 10 月 6日とした。 
3 平成 28年 3月 31 日まで派遣。 
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＜消防職員一人当たりの管轄人口＞                    （人） 

項   目 三島市 裾野市 長泉町 

消防職員一人当たりの管轄人口4 ９４６ ７１７ ８１２ 

 

(3) 消防車両の状況 

三島市、裾野市及び長泉町の主要な消防車両5の保有合計台数は 26 台あるが、三島

市消防署、同錦田分遣所、同中郷分遣所を除き、他の署所では乗換え運用であり、

初動で実働できる消防車両は、18台である。 

 

＜消防車両保有状況（平成 27年 10 月 6日現在）＞ 

【消防ポンプ車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 

消防署 水槽付ポンプ車 2号車 H15 11 年 ○ 国庫 

北分遣所 
ポンプ車 1号車 H4 22 年 ‐ ‐ 

水槽付ポンプ車 3号車6 H10 16 年 ‐ ‐ 

錦田分遣所 ポンプ車 5号車 H24 2 年 ‐ ‐ 

中郷分遣所 水槽付ポンプ車 4号車 H22 5 年 ○ 国庫 

裾野市 

消防署 
水槽付ポンプ車 1号車 H19 8 年 ‐ 国庫(防) 

ポンプ車 3号車 H9 18 年 ‐ 国庫 

茶畑分遣所 水槽付ポンプ車 4号車 H17 10 年 ‐ 国庫(防) 

須山分遣所 水槽付ポンプ車 5号車 H14 13 年 ○ 国庫(防) 

長泉町 消防署 
水槽付ポンプ車１号車 H23 4 年 ○ 国庫 

水槽付ポンプ車 3号車 H26 0 年 ‐ - 

                                                   
4 管轄人口は、平成 27 年４月１日現在。 
5 主要な消防車両とは、消防ポンプ自動車（水槽付き含む）、はしご車、化学消防車、水槽

車、救助工作車、救急車をいい、非常用車両を除く。 
6 北分遣所の水槽付きポンプ車 3号車は、旧北上分遣所からの配置換えであり、北上分遣

所隊と共に旧北上分遣所管轄を受け持つ。 
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【救急車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 

消防署 

救急車 2号車 H23 4 年 ‐ ‐ 

救急車 4号車 H22 4 年 ○ 国庫 

救急車 3号車（非常用） H4 22 年 ‐ ‐ 

北分遣所 救急車 1号車 H16 10 年 ‐ ‐ 

北分遣所 救急車 5号車 H24 2 年 ‐ その他 

裾野市 

消防署 
救急車 1号車 H16 11 年 ‐ 国庫(防) 

救急車 3号車 H20 7 年 ‐ 国庫(防) 

茶畑分遣所 救急車 2号車 H23 4 年 ○ その他 

須山分遣所 救急車 5号車 H21 6 年 ‐ 国庫(防) 

長泉町 消防署 

救急車 1号車 H16 11 年 ‐ 国庫 

救急車 2号車 H20 6 年 ‐ ‐ 

救急車 3号車 H23 3 年 ‐ その他 

 

【救助工作車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 消防署 救助工作車 H12 14 年 ‐ その他 

裾野市 消防署 救助工作車 H27 ― ‐ 国庫(防) 

長泉町 消防署 救助工作車 H11 16 年 ‐ その他 

 

【化学消防車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

裾野市 消防署 化学消防車 H27 ― ‐ 国庫(防) 
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【はしご車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 消防署 はしご車 H6 19 年 ‐ ‐ 

 

【水槽車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 消防署 大型水槽車 H11 15 年 ‐ ‐ 

 

【指揮車】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 消防署 指揮車 H23 3 年 ‐ ‐ 

裾野市 消防署 指揮車 H20 7 年 ‐ ‐ 

長泉町 消防署 指令車 H12 15 年 ‐ ‐ 

 

【その他車両】 

市町名 署所名称 車両名称 
整備 

年度 

経過

年数 

緊援隊 

登 録 
補助金 

三島市 消防署 

広報車 H14 12 年 ‐ ‐ 

防災車 H4 22 年 ‐ ‐ 

軽防災車 H24 2 年 ‐ その他 

指令車 H17 10 年 ‐ その他 

救急指導車 H26 1 年 ‐ その他 

軽防災活動車 H24 3 年 ‐ ‐ 

裾野市 

消防署 

広報車 H10 16 年 ‐ ‐ 

資機材搬送車 H26 1 年 ○ 県費 

防火指導車 H24 2 年 ‐ ‐ 

連絡車 2 H17 9 年 ‐ ‐ 

茶畑分遣所 連絡車１ H11 15 年 ‐ ‐ 

須山分遣所 連絡車３ H21 5 年 ‐ その他 

長泉町 消防署 
広報車 H17 9 年 ‐ ‐ 

作業車 H25 1 年 ‐ ‐ 
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(4) 出動の状況 

２市１町の過去 10年間の出動状況7は、平成 22年を境に前年と比べ 10％程度増加

し、その後も多少の増減はあるものの平成 25 年には平成 17年に比べおよそ 14％増

の 8,195 件となっている。この主な要因は、救急出場の増加が影響しており、全体

の 95％を占めている。 

分野別の状況では、火災件数については平成 17 年の 85 件が最も多く、その後も

増減を繰り返し平成 26 年は 52 件と最も少なくなっている。救急出動については平

成 21 年には僅かに減少したが、老年人口の増加が大きな要因となり、「高齢の傷病

者の増加」に伴い、多少の増減があるものの増加傾向が続いている。 

 

 

                                                   
7 消防力の整備指針（平成 12年１月 20日消防庁告示第１号）：市町村が目標とすべき消防

力の整備水準を示す指針 

4056 3969 4170 4049 4019
4462

4525 4523 4611 4568

1889 1845 1863 1894 1845 2012 2211 2113 2165 2084

1270 1258 1256 1273 1224 1305 1414 1397 1419 1454
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7779
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(5) ２市１町における消防力の整備状況 

市町村が火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務など消防に関する事務を確実に遂行

し、当該市町村の区域における消防の責任を十分に果たすため、人口や市街地の形

成状況などから、必要な施設や人員について定めている総務省消防庁の「消防力の

整備指針」に対する消防力の整備状況は、以下のとおりとなっている。 

 

＜消防力の整備指針に基づく整備状況＞          （平成 27 年 4 月 1 日現在） 

施  設  等 区  分 三島市 裾野市 長泉町 

署  所  数 

算定数（A） 4 署所 3 署所 2 署所 

整備数（B） 58 署所 3 署所 1 署所 

（B）/（A） 125 ％ 100 ％ 50 ％ 

         

消防 

ポンプ 

自動車 

署所管理分 算定数（A） 15 台 10 台 6 台 

＋ 整備数（B） 14 台 10 台 6 台 

消防団管理分 （B）/（A） 93.3 ％ 100 ％ 100 ％ 

署所管理分 

算定数（A） 7 台 4 台 4 台 

整備数（B） 5 台 4 台 2 台 

（B）/（A） 71.4 ％ 100 ％ 50 ％ 

 

                                                   
8  三島市は北上分遣所を北分遣所に一時統合したことから、平成 27年 10 月 6 日現在、整

備数 4署所 

3983 3895 4099 3881 3849 4269 4338 4350 4425 4418
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はしご自動車 

算定数（A） 1 台 1 台 1 台 

整備数（B） 1 台 0 台 0 台 

（B）/（A） 100 ％ 0 ％ 0 ％ 

化学消防車 

算定数（A） - 台 1 台 2 台 

整備数（B） - 台 1 台 0 台 

（B）/（A） - ％ 100 ％ 0 ％ 

救急自動車 

算定数（A） 6 台 3 台 3 台 

整備数（B） 4 台 3 台 3 台 

（B）/（A） 66.7 ％ 100 ％ 100 ％ 

救助工作車 

算定数（A） 1 台 1 台 1 台 

整備数（B） 1 台 1 台 1 台 

（B）/（A） 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

指揮車 

算定数（A） 1 台 1 台 1 台 

整備数（B） 1 台 1 台 1 台 

（B）/（A） 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

非常用消防ポンプ自動車 

算定数（A） 1 台 1 台 1 台 

整備数（B） 19 台 0 台 0 台 

（B）/（A） 100 ％ 0 ％ 0 ％ 

非常用救急自動車 

算定数（A） 1 台 1 台 1 台 

整備数（B） 1 台 1 台 0 台 

（B）/（A） 100 ％ 100 ％ 0 ％ 

         

         

消防本部及び署所の 

耐震化等 

耐震化施設 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

非常用電源設備

等の設置状況 
50 ％ 100 ％ 100 ％ 

         

消防職員 
現有車両数 

に対する人員 

算定数（A） 190 人 155 人 86 人 

現員数（B） 12010 人 74 人 52 人 

（B）/（A） 63.2 ％ 47.7 ％ 60.5 ％ 

 

                                                   
9  三島市は北上分遣所を一時北分遣所に統合に合わせ再編を実施したことから、平成 27

年 10 月 6日現在、整備数 0台 
10 三島市は退職により、平成 27年 10 月 6日現在、現員数 118 人 
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(6) 消防費決算額の状況 

一般会計決算額に対する常備消防費決算額の比率（平成 23 年度から平成 26 年度

までの平均）は、三島市 3.4％、裾野市 3.8％、長泉町 3.7％である。 

２市１町の人口一人当たりの常備消防費決算額（平成 23 年度から平成 26 年度ま

での平均）は、三島市 10,238 円、裾野市 13,644 円、長泉町 12,495 円である。 

 

＜一般会計決算額と消防費11との比較＞ 

三島市   （千円） 

年 度 一般会計決算額 消防費決算額 消防費の割合（%） 

平成 23 年度 34,561,495 1,166,127 3.4 

平成 24 年度 32,931,047 1,252,390 3.8 

平成 25 年度 33,108,287 1,147,044 3.5 

平成 26 年度 35,671,892 1,054,285 3.0 

平 均 34,068,180 1,154,962 3.4 

    

    

裾野市   （千円） 

年 度 一般会計決算額 消防費決算額 消防費の割合（%） 

平成 23 年度 19,385,829 707,062 3.6 

平成 24 年度 18,470,557 664,314 3.6 

平成 25 年度 19,520,771 689,642 3.5 

平成 26 年度 20,115,692 881,554 4.4 

平 均 19,373,212 735,643 3.8 

    

長泉町   （千円） 

年 度 一般会計決算額 消防費決算額 消防費の割合（%） 

平成 23 年度 13,430,308 507,729 3.8 

平成 24 年度 14,673,003 444,784 3.0 

平成 25 年度 14,190,166 498,627 3.5 

平成 26 年度 14,244,622 635,791 4.5 

平 均 14,134,525 521,733 3.7 

 

                                                   
11 各市町で消防費を構成する費目が違うため、常備消防費と消防施設費（非常備消防に係

る経費除く）のみとする。 
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＜人口一人当たりの常備消防費決算額＞                   （円） 

年 度 三島市 裾野市 長泉町 

平成 23 年度 10,315 13,029 12,288 

平成 24 年度 11,071 12,280 10,711 

平成 25 年度 10,184 12,815 11,897 

平成 26 年度 9,380 16,452 15,084 

平 均 10,238 13,644 12,495 

 

第２ 課題 

１ 各市町の課題 

(1) 三島市消防本部 

ア １本部１署３分遣所 118 人体制 

イ 中郷地域は、市内で救急件数が多い町内もあり、救急車両の現場到着時間が遅

い地区もあり、救急力の強化を図るためには、救急車の配置が必要となるが中

郷分遣所の経過年数も 41年経過しており、移転改築には多額の整備費用が見込

まれる。 

ウ 平成 27 年 10 月に北上分遣所を北分遣所に一時的に統合したことに伴い、北上

地区の消防車の到着時間が遅くなるため、早期に北上地区の消防署所の再配置

を行う必要があるが、多額の整備費用が見込まれる。 

エ 職員数の現況から、北分遣所は消防車と救急車の車両乗り換え運用をしてお

り、消防救急力が十分とはいえない状況である。 

オ 平成６年度に導入したはしご車は、導入以来 20 年以上が経過、また、救助工作

車は平成 12 年度に導入以来 15年が経過し耐用年数を迎えていることから早急

な更新が必要となり多額の整備費用が見込まれる。 

 

(2) 裾野市消防本部 

ア １本部１署２分遣所 74 人体制 

イ 御殿場市、富士市、長泉町及び三島市との市町境は、消防車や救急車等の現場

到着時間が市中心部に比べ遅い状況となっている。 

ウ 昭和 55 年度に建設した茶畑分遣所は、敷地が狭いことに加え、数年後には建て

替え時期を迎えるが、建て替えには多額の整備費用が見込まれる。 

エ 職員が不足していることから、須山分遣所、茶畑分遣所は消防車と救急車の車

両乗り換え運用をしており、消防救急力が十分とはいえない状況である。 

オ 北部地域には大規模な事業所や高層建築物が多く、水利が乏しいことから、は

しご車や水槽車等の特殊車両の整備が必要だが、多額の整備費用が見込まれる

ことや人員配置の問題もあり、未整備となっている。 
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(3) 長泉町消防本部 

ア １本部１署 52 人体制 

イ 組織が小規模であるため、重複災害時には、非番者・週休者を招集するととも

に近隣市町への応援を要請しなければならず、安定した消防サービスの提供が

困難な状況となっている。 

ウ 居住地域に化学系工場が隣接していること、また中高層建築物の増加により、

はしご車、化学消防車を整備しなければならないが未整備となっている。 

また、同じく消防ポンプ車についても、人員配置の問題や多額の整備費用が見

込まれることから、基準では４台の整備になるところ２台の整備に止まってい

る。 

エ 新東名高速道路での災害対応に活動部隊の増強が必要だが、人員配置の問題等

で難しい状況になっている。 

 

２ 共通の課題 

(1) 大規模災害への対応 

２市１町では甚大な被害が予想される東海地震や南海トラフ巨大地震の発生、富

士山噴火などの懸念があり、大規模災害発生時には被害を最小限に抑えるため、迅

速かつ的確な対応が求められる。また近年頻発するゲリラ豪雨等の風水害にも対応

する必要があり、都市部に限らず複雑、多様化する災害への対応が求められるが、

小規模な消防本部では、同一管内で併発した複数の事案に対処しきれないことや、

緊急消防援助隊の派遣、受援体制の確立に苦慮する。 

 

(2) 救急需要への対応 

高齢化の進展等により今後も救急需要の増加傾向が予想される。また、救急救命

士法の改正などから、救命率及び社会復帰率の向上を目的として気管挿管や薬剤投与

などの救急救命士が行う救急救命処置の範囲の拡大が図られ、救急救命士の資質の向

上に向けた病院研修などの再教育の充実が求められているが、救急救命士などの専門

教育は長期間に及ぶものもあり、勤務体制に大きく影響している。 

 

(3) 消防職員の不足 

各消防署とも現場活動要員が不足していることから、やむを得ず日勤・本部職員

による災害対応や非番職員の招集も行っている状況であり、安定した消防サービスの 

提供が困難な状況となっている。今後は、火災・救急等の同時発生にも対応し、消防

需要を考慮しながら、地域消防防災力を高めるため、現場活動体制の拡充を図ってい

く必要がある。 
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(4) 消防財政 

消防署所の中には、施設の老朽化や非常用自家発電設備の未設置、仮眠室の個室が

確保できていない分遣所もあり、同室内で仮眠することにより、感染症の感染が懸

念されるが、施設改修等には多額の整備費用が必要となる。 

消防車両については、老朽化が進む一方で更新が進まない状況となっており、特に

はしご車、救助工作車、化学消防車等の特殊車両は、他の車両に比較し多額な整備・

維持管理費も必要となる。 

各市町の財政状況は厳しい状況が続き、消防力の整備指針に基づく消防施設、消防

車両を十分に整備することは容易ではなく、現有消防力の維持に努めることが最優

先となっている。 
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第２章 消防広域化の効果 

 

第１ 災害発生時における初動体制、増援体制の強化 

消防は、災害の多様化及び大規模化、都市構造の複雑化、住民ニーズの多様化等、そ

の取り巻く環境の変化に的確に対応し、住民の生命、身体及び財産を守る責務を担って

いる。 

しかしながら、単独の消防本部においては、出動体制の確立、保有する消防車両、専

門要員の確保等に限界があることや、組織管理や財政運営面で厳しいことから、これを

克服するために、消防広域化により、消防・救急業務に係る行財政上の様々なスケール

メリットを実現することが極めて有効である。 

消防組織法第 31 条では、「市町村の消防の広域化は、消防の体制の整備及び確立を図

ることを旨として、行わなければならない。」とされている。 

２市１町の消防広域化の目的は、２市１町の消防体制の一層の強化であり、消防救急

力の強化、住民サービスの向上である。 

現在、各市町での現場活動隊数は三島 10 隊、裾野 5 隊、長泉 3 隊となっているが、

広域化後は、現場活動隊数が 18 隊となることから、災害事案の発生状況にもよるが、

初動体制及び増援体制の強化が図られる。 

一方、三島市、裾野市及び長泉町消防広域研究協議会は、財団法人消防科学総合研究

センターに依頼して「三島市、裾野市及び長泉町消防力適正配置調査」を実施した。 

この調査は、消防署と消防車両を対象として、その当時の消防本部別の運用効果と、

現状のまま広域化した時の運用効果を比較し、消防広域化についてどの様な効果があ

るか整理・把握を行ったもので、調査結果の主な内容は、以下のとおりである。 

 

① 直近署所からの出動により、現場到着時間が短縮され、迅速な対応が可能となる。 

② 事案が重複して発生した場合、他署所からの対応が可能となり消防力が向上する。 

③ 組織の拡大により、大規模災害への対応力が強化される。 

④ はしご車や化学車等、特殊車両の有効活用が図られる。 

 

調査結果として、消防広域化で直近署所からの車両出動が可能になり、先着消防車、

第２着消防車及び第３着消防車と救急車両の現場到着時間の短縮が実現し、消防救急

力の強化に繋がることが具体的な数値で報告されている。 

同時に、消防車両の運用効果が向上する地区の対象人口は、最大 82,299 人、救急車

の運用効果が向上する地区の対象人口は最大 30,810 人であった。 

特に、救急車両の現場到着時間の短縮は、「生命に危険のある心肺停止が起きたとき、

４分以内に適切な処置が行うことで５割の生命が助かるが、５分後では 25％、６分後

では 10％、８分後ではほとんど助からない。」といわれる救命率に直結するものであり、
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その意義は非常に大きい。 

以下、平成 24 年度に実施した平成 19 年度から平成 23 年度までの２市１町の消防救

急事案の調査分析結果のデータをもとに広域化による運用効果の検証結果を明示する。 

 

第２ 現状の消防力のまま広域化した場合の消防車(ポンプ車)と救急車の運用効果 

１ 消防車(ポンプ車）の運用効果 

(1) 最先着 到着時間 

市町名称 
火災件数 

(H19～H23) 

到着できる火災の割合(累積．％） 平均走行 

時間（分） 4.5 分以内 7.5 分以内 10.5 分以内 13.5 分以内 

三島市 184 72 - 92 - 99 (2) 99 - 3.8 (-0.1) 

裾野市 93 55 (2) 85 - 97 - 99 - 4.8 (-0.1) 

長泉町 49 84 - 96 - 99 - 99 - 3.3 - 

全域 326 69 (1) 91 (1) 98 (1) 99 - 4.0 (-0.1) 

（ ）内は現状との差を表す。カバー率 0.5%未満、平均走行時間 0.05 分の変化は、変化なし「ー」とした。 

 

(2) 最先着 運用効果が向上する地区及び人口 

市町名称 運用効果が向上する地区等 該当地区の人口 

三島市 幸原町 2 丁目、佐野、佐野見晴台 5,289 人 

裾野市 水窪、伊豆島田、富沢・南町   3,962 人 

長泉町 上土狩、下土狩(東）、下土狩(南)、東レ三島工場 14,642 人 

合 計  23,893 人 

※地区の平均走行時間が 0.1 分以上短縮した地区を表す。 

 

(3) 第２着 到着時間 

市町名称 
火災件数 

(H19～H23) 

到着できる火災の割合(累積．％） 平均走行 

時間（分） 4.5 分以内 7.5 分以内 10.5 分以内 13.5 分以内 

三島市 184 47 (2) 82 (1) 95 (1) 99 (1) 5.3 (-0.2) 

裾野市 93 24 (4) 75 (8) 86 - 89 - 7.4 (-0.3) 

長泉町 49 84 - 96 - 99 - 99 - 3.3 - 

全域 326 46 (2) 82 (3) 93 (1) 97 (1) 5.6 (-0.2) 

（ ）内は現状との差を表す。カバー率 0.5%未満、平均走行時間 0.05 分の変化は、変化なし「－」とした。 
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(4) 第２着 運用効果が向上する地区及び人口 

市町名称 運用効果が向上する地区等 該当地区の人口 

三島市 
西若町、寿町、一番町、文教町 1丁目、末広町、 

幸原町 2 丁目、徳倉、萩、芙蓉台、佐野、佐野見晴台 
15,323 人 

裾野市 
三菱アルミ富士製作所、麦塚、本村上中下、和泉、本茶、水

窪、伊豆島田、堰原、富沢・南町、二ツ屋 
9,616 人 

長泉町 － －   

合 計  24,939 人 

※地区の平均走行時間が 0.1 分以上短縮した地区を表す。 

 

(5) 第３着 到着時間 

市町名称 
火災件数 

(H19～H23) 

到着できる火災の割合(累積．％） 
平均走行 

時間（分） 4.5 分以内 7.5 分以内 10.5 分以内 13.5 分以内 

三島市 184 34 (5) 76 (12) 92 (6) 98 (2) 6.1 (-0.8) 

裾野市 93 4 (1) 45 (6) 63 - 87 - 9.6 (-0.3) 

長泉町 49 34 - 87 - 95 - 98 - 5.6 - 

全域 326 26 (9) 69 (22) 84 (17) 95 (16) 7.0 - 

（ ）内は現状との差を表す。カバー率 0.5%未満、平均走行時間 0.05 分の変化は、変化なし「－」とした。 

 

(6) 第３着 運用効果が向上する地区及び人口 

市町名称 運用効果が向上する地区等 該当地区の人口 

三島市 

西若町、寿町、一番町、文教町 1･2 丁目、壱町田、沢地、千枚

原、末広町、幸原町 1・2 丁目、徳倉 1～5 丁目、徳倉、萩、芙蓉

台、富士ビレッジ、光ケ丘、東壱町田、平成台、佐野、佐野見晴台 

31,976 人 

裾野市 
三菱アルミ富士製作所、麦塚、本村上中下、和泉、水窪、伊豆島

田、堰原、富沢・南町、二ツ屋 
8,798 人 

長泉町 全域（現状には無い第３着消防車の運用が可能となる。） 41,525 人 

合 計  82,299 人 

※地区の平均走行時間が 0.1 分以上短縮した地区を表す。 
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２ 救急車の運用効果 

(1) 到着時間 

市町名称 

救急事案 

発生件数 

(H19～H23) 

到着できる救急事案の割合(累積．％） 
平均走行 

時間（分） 4.5 分以内 7.5 分以内 10.5 分以内 13.5 分以内 

三島市 20,411 64 (2) 87 (1) 96 (2) 99 (1) 4.4 (-0.2) 

裾野市 9,084 57 (4) 88 (1) 96 - 97 - 5.1 (-0.1) 

長泉町 6,096 80 - 93 - 98 - 99 - 3.5 - 

全域 35,591 65 (1) 88 (1) 96 (1) 99 (1) 4.5 (-0.1) 

（ ）内は現状との差を表す。カバー率 0.5%未満、平均走行時間 0.05 分の変化は、変化なし「－」とした。 

 

(2) 運用効果が向上する地区及び人口 

市町名称 運用効果が向上する地区等 該当地区の人口 

三島市 幸原町 2 丁目、徳倉、萩、芙蓉台、佐野、佐野見晴台 12,206 人 

裾野市 水窪、伊豆島田、富沢・南町 3,962 人 

長泉町 上土狩、下土狩(東）、下土狩(南)、東レ三島工場 14,642 人 

合 計  30,810 人 

※地区の平均走行時間が 0.1 分以上短縮した地区を表す。 

 

第３ 消防救急体制の強化 

１ 現場活動要員の増強 

総務部門の統合により、現状の２市１町の現場活動要員 187 人が広域化後には 204 人

に 17人増員され、消防力の体制を強化するものである。 

また、乗り換え運用を行っている救急車、特殊車両が、専従隊員による活動が行える

よう、消防力の整備指針に合わせ、適正な職員数の確保に向けた職員採用計画を策定し

ていく。 

 

２ 特別救助隊の編成 

救助隊の編成、装備及び配置の基準を定める省令に基づき、専門的な教育を受けた隊

員による特別救助隊を編成し、より高度な救助器具及び資機材の整備とともに職員の

技術の向上を図ることができる。 
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３ 予防業務の強化 

防火対象物が高層化、複雑化してきているため、広域化による適正な人員配置により、

予防業務の専門化、高度化を図ることができ、予防査察や防火管理指導などを強化充実

させることが可能となる。 

 

第４ 施設等整備の充実と有効活用 

１ スケールメリットを活かした消防施設及び消防車両の整備 

三島市、裾野市及び長泉町では、平成 25 年度から平成 27 年度の３か年で「三島

市、裾野市及び長泉町消防指令センター」の共同整備を進めてきたが、共同整備によ

る財政効果は、各市町が単独で整備した場合に比較し、概ね５億円程度の低廉化が実

現した。 

広域化後の消防施設、消防車両の整備は、スケールメリットを活かした整備計画を策

定する。 

また、建て替えを予定している茶畑分遣所と北分遣所の一部については、統合し機能

強化を進めることで消防救急力の向上を図ることができる。 

さらに、消防車両においては、２市１町のそれぞれの消防本部が、消防力の整備指針

に沿って消防車両を整備する場合、10 台の増強が必要となるが、消防広域化により現

行の消防車両台数であっても整備指針に定められた基準を超えることになる。 

なお、現状の署所配置のままであっても広域化後は市町境をなくした広域的運用によ

る出動計画を策定でき、広域化のスケールメリットを活かした車両運用が可能となる。 

 

＜広域化した場合の整備数の効果＞ 

                                                   
12 広域化した場合、現行整備車両を非常用に転換する場合があります。 

種 別 

２市１町で 

それぞれが整備した場合 

２市１町を 

一つの管轄とした場合 

整備数／基準数 整備率％ 整備数12／基準数 整備率％ 

消防ポンプ車 11 ／15 73.3 11 ／10 110.0 

はしご車 1 ／ 3 33.3 1 ／ 2 50.0 

化学消防車 1 ／ 3 33.3 1 ／ 2 50.0 

救急車 10 ／12 83.3 10 ／ 8 125.0 

救助工作車 3 ／ 3 100.0 3 ／ 3 100.0 

指揮車 3 ／ 3 100.0 3 ／ 3 100.0 

計 29 ／39 74.4 29 ／28 103.5 
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２ はしご車の整備と有効活用 

消防力の整備指針13で示すはしご車の整備基準は、一つの消防署の管轄区域に中高層

建築物（高さ 15m 以上）がおおむね 10棟以上、または百貨店、病院など用途の中高層

建築物がおおむね５棟以上ある場合には、１台以上を配置するものとされている。 

 

＜２市１町の中高層建築物棟数＞(平成 27年 4月 1 日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

近年、２市１町では市街地の中高層マンションの建築が急増し、平成 27 年４月には、

２市１町合わせて 775 棟の中高層建築物が存在し、中高層建築物の住民の安全確保に

は、はしご車の整備が必要不可欠であるが、三島市を除く裾野市及び長泉町には整備さ

れていない。 

現状、はしご車は三島市だけに整備されているが、２市１町で広域に整備することに

より、それぞれが単独で整備するよりも効果的かつ経済的なはしご車の整備と有効活

用を図ることができる。 

 

３ 化学消防車の整備と有効活用 

消防力の整備指針 12で示す化学消防車の整備基準は、第４類危険物の 5対象施設の施

設ごとの数に、施設ごと補正係数を乗じて得た施設数により、その配置数が示されてい

る。 

また、危険物貯蔵・取扱い数量、指定数量の倍数によっても詳細に示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
13 消防力の整備指針（平成 12年１月 20日消防庁告示第１号）：市町村が目標とすべき消

防力の整備水準を示す指針 

市町名 中高層建築物棟数（４階以上） 

三島市 ５４０ 

裾野市 ７８ 

長泉町 １５７ 

全 域 ７７５ 
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＜２市１町の消防法別表の第４類の状況14＞                   

市町名 5 対象施設15数 指定数量の倍数 
貯蔵最大数量 

(ｋｌ) 

5 対象施設のうち

指定数量の倍数が

10 倍以上の施設数 

三島市 65 796 492 15 

裾野市 151 2,755 579 44 

長泉町 111 14,914 9,247 75 

合 計 327 18,465 10,318 134 

 

２市１町それぞれが整備指針に従い整備した場合、裾野市が１台、長泉町が２台の合

計３台の化学消防車が必要となるが、それぞれの市町の数値を合計し、管轄面積、規模、

署所の配置状況等を勘案すれば、合計２台の整備となる。 

現状、化学消防車は裾野市だけに整備されているが、２市１町で広域に整備すること

により、それぞれが単独で整備するよりも効果的かつ経済的な化学消防車の整備と有

効活用を図ることができる。 

 

４ 高齢社会に向けた救急車の整備と適正配置 

平成 26 年中の２市１町の救急出動件数・搬送人員は、三島市 4,418 件・3,913 人、裾

野市 1,947 件・1,800 人、長泉町 1,427 件・1,332 人、合計 7,792 件・7,045 人である。 

平成 26 年中における救急搬送者のうち、65 歳以上の搬送人員は三島市 2,204 人、裾

野市 945 人、長泉町 702 人で合計 3,851 人となり、全体の搬送人員のうち 65 歳以上の

占める割合は、54.7％である。国立社会保障・人口問題研究所発表の「日本の地域別将

来推計人口」16によると、２市１町における生産人口が減少し、2010 年の老年人口が

2040 年に比べ約 17,000 人以上の増加が見込まれているため、今後も高齢者による救急

需要が増加していくことが予測できる。 

広域化により、救急力を適正に配置することで、増大する救急需要に対応できる。 

 

 

                                                   
14 各市町の消防施設整備計画実態調査表（平成 27年 4月 1 日現在） 
15 第４類の５施設：製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、屋外貯蔵所及び一般取扱所 
16 『日本の地域別将来推計人口』（平成 25（2013）年 3月推計） 
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＜平成 26 年中の年齢区分別傷病者救急搬送人員〉 

 

２市１町では、合計 10 台の救急車を運用しているが、消防ポンプ車や救助工作車等

との乗り換え運用であり、全ての救急車が活用できない恐れがある。 

広域化後は、消防署所で行っている救急車の乗り換え運用から救急隊員の専従への移

行を目指すとともに、救急車の有効活用に向けた適正配置と来たる高齢化社会への対

応を図る。 

 

５ 国の財政支援措置の活用 

老朽化車両や施設の整備に国の財政支援を受けることにより、大規模災害への対応力

の強化、職員教育の充実等を図ることができる。 

 

第５ 消防本部の規模拡大による災害対応 

１ 大規模災害への相互出動 

各市町で集中豪雨により河川が氾濫するなど、大規模な災害等が発生し、当該消防本

部のみのでは対応困難な場合には、県内応援協定に基づき県内消防本部に応援を求め

ることとなるが、応援協定に基づく応援には限界（即応性、指揮命令系統の分散など）

がある。 

平成 27 年４月１日現在、２市１町の消防職員の定数は、三島市 120 人、裾野市 77人、

長泉町 55人、合計 252 人となり、一極集中するような災害時の職員動員定数は、単独

消防本部に比較し倍以上となる。また情報の一元化により、災害が重複発生した場合の

2 2 0

163
97 69

151
69 45
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687

516

2204

945

702

三島市 裾野市 長泉町
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対応もより迅速となる。 

２ 緊急消防援助隊の派遣・受援体制の強化 

２市１町では、平成 23年に発生した東日本大震災時に緊急消防援助隊として隊員を

派遣した。派遣に際しては、活動隊員はもとより後方支援隊員の外、交代要員の派遣で

多くの隊員を一定の期間拘束することとなり、署所の通常業務の継続が困難な状況と

なった。 

静岡県では、東海地震、南海トラフ巨大地震などの災害が想定されており、緊急消防

援助隊の受援を円滑に行うことが被害を最小化する方策の一つであり、大規模災害発

災時には、全国から多くの支援部隊が投入されるが、各消防署所では、災害対応を行い

ながら静岡県東部危機管理局への派遣も行いつつ、緊急消防援助隊の受け入れ態勢を

整えることが必要となる。職員数が少ない消防本部では、突発性の大規模災害対応に必

要となる消防力の提供が困難となることが予測されるため、消防広域化により緊急消

防援助隊の受援態勢が円滑に進むと共に、業務継続性を高めることが可能となる。 

 

   ＜各市町の平成 27年度緊急消防援助隊登録状況＞ 

市 町 緊急消防援助隊登録隊 

三島市 消火隊２隊（10 人）・救急隊１隊（３人） 

裾野市 消火隊１隊（５人）・救急隊１隊（３人）・支援隊１隊（３人） 

長泉町 消火隊１隊（５人） 

 

＜緊急消防援助隊の活動状況17＞ 

                                                   
17 総務省消防庁平成 26 年版消防白書参照 
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第３章 広域化後の消防の円滑な運営の確保に関する事項 

 

第１ 基本的事項 

１ 広域化の方式 

三島市、裾野市、長泉町による消防広域化の方式は、「一部事務組合」方式とする。 

 

２ 広域化の期日 

広域化の開始は、平成 28年４月１日とする。 

 

３ 共同処理する事務 

(1) 消防事務（消防団に関する事務並びに消防水利施設の設置、維持及び管理に関する

事務を除く。） 

(2) 静岡県事務処理の特例に関する条例（平成 11 年静岡県条例第 56 号）の規定によ

り、関係市町が処理することとされた事務のうち、次に掲げるもの 

ア 火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）に基づく事務 

イ 高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204 号）に基づく事務 

ウ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42 年法律第 149 

号）に基づく事務 

エ ガス事業法(昭和 29年法律第 51 号) に基づく事務  

 

第２ 組織 

１ 消防本部の名称 

消防本部の名称は、「富士山南東消防本部」とする。 

 

２ 消防本部の位置 

消防本部の位置は、「三島市南田町４番 40 号」とする。 

 

３ 組織体制 

広域化当初の組織体制は、１本部３署５分遣所とし、消防本部は４課、各消防署は５

係、裾野消防署、長泉消防署には消防室を設ける。 

※ 消防本部の組織体制について、資料編の資料１に示す。 

 

４ 消防長及び消防署長の権限 

事務の権限については、管理者、消防長、消防署長の権限を明確にし、消防本部の統

合による住民サービスの低下を招かないようにする。 

 

５ 部隊運用 

広域化に伴うメリットを最大限に活用し、現場到着時間の短縮や災害種別及び高速道
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路等発災現場ごとの出動車両計画に定めた部隊運用を行う。 

 

６ 消防指令センター 

消防指令センターは、災害による被害を最小に抑えるため、災害受信から活動終了ま

でを一元的に管理し、災害現場への効果的な指揮・命令を行う。 

 

７ 消防署・分遣所 

(1) 消防署所の名称と位置 

消防署は３署５分遣所とし、三島消防署、裾野消防署、長泉消防署とする。 

また、三島消防署に北分遣所、錦田分遣所、中郷分遣所を置き、裾野消防署に須山

分遣所、茶畑分遣所を置く。 

 

＜広域化後の署所＞ 

名 称 位 置 

三島消防署 三島市南田町 4－40 

  

北分遣所 三島市文教町 2－1－32 

錦田分遣所 三島市谷田（並木）294-1 

中郷分遣所 三島市中島 85－14 

裾野消防署 裾野市石脇 515 

 
須山分遣所 裾野市須山 1545－8 

茶畑分遣所 裾野市茶畑 850－3 

長泉消防署 長泉町中土狩 910－1 

※ 消防署所の詳細について、資料編の資料２に示す。 

 

(2) 出動区域 

出動区域は、従来の市町境の概念がなくなるため、現場到着所要時間を勘案した上

で災害地点に最も近い署所からの出動を原則として出動区域を調整することで、初

動体制の強化を図ることとする。 

 

(3) 勤務体制 

広域化当初における消防署の勤務体制は、現状のままとする。 

消防署の交代勤務体制について、２部制、３部制を比較検討してきたが、広域化当

初は現状の体制とし、広域化後により効果的な消防活動が確保できる体制を検討し、

１年後を目途に勤務体制の統一を図る。 
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【参考】 

消防の勤務体制は、「毎日勤務」と「交代勤務」の２つに分けられる。 

毎日勤務 

 毎日勤務は、８時 30 分から 17 時 15 分までで、一般的な勤務体制である。 

 正規の勤務時間は１日当たり７時間 45分であり、１週間の勤務時間は 38時

間 45 分となっている。 

交代勤務 

 交代勤務は、８時 30 分から翌日の８時 30 分までの 24 時間勤務（１当務）

であり、当務日、非番日の順で勤務し、交替で休日を指定する。 

 交代勤務は、１当務あたり勤務時間 15 時間 30 分（24 時間拘束）であり、

その他の時間には、休憩・仮眠時間が割り振られている。 

 交代勤務に就く職員は、常時出動可能な体制にあって、主に消防活動の実施

に当たる。 

２部制と３部制 

 ２部制  職員を２部に分け、当務日、非番日の順で隔日に勤務し、交替で休日

を指定する体制。 

 ３部制  職員を３部に分け、当務日、非番日、週休日の順に交代で勤務を繰り

返し、更に交替で指定勤務日を勤務する体制。 

 

(4) 車両配置 

消防署所の建て替え、移転などが行われない期間は、主要車両の配置は現行のまま

とする。 

 

８ 任用 

(1) 職員の身分 

ア ２市１町の消防職員の身分を一部事務組合にすべて引き継ぐこととする。 

イ 当該職員は、構成市町を退職した上で一部事務組合が採用する。ただし、一部事

務組合が退職手当に係る静岡県市町総合事務組合に加入するまでの間（平成 28

年度）は、構成市町からの派遣とする。 

 

(2) 新規採用職員 

一部事務組合で採用する。 

（平成 28年度新規採用職員は、構成市町での採用とする。） 

 

９ 給与 

(1) 給料 

三島市の給料表に準じ、８級制を採用する。 

ただし、平成 29 年４月１日から適用する。 
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(2) 各種手当 

ア 扶養手当 

国の基準に準ずる。 

イ 住居手当 

国の基準に準ずる。 

   ウ 通勤手当 

     国の基準に準ずる。 

     ただし、やむを得ず民間駐車場を借用する場合は、加算措置を設ける。 

エ 時間外手当・休日勤務手当・夜間勤務手当 

国の基準に準ずる。 

オ 単身赴任手当 

国の基準に準ずる。 

カ その他の手当 

特殊勤務手当等は、各市町で支給に差が有ることから協議を継続する。 

 

(3) 退職手当 

静岡県市町総合事務組合に加入する。ただし、加入時期は、平成 29 年４月１日と

する。 

 

１０ 福利厚生 

(1) 共済制度等 

共済制度、公務災害補償制度、安全衛生制度等は、関係法規に基づき適切に実施す

る。 

 

(2) 互助会制度 

職員互助会については、新たな組織・制度を設置する。 

 

１１ 階級 

階級は、「消防吏員の階級の基準（昭和 37年消防庁告示第６号）」により、消防長 

の階級を消防正監とし、以下、消防監、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士

長、消防副士長、消防士の８階級制を導入する。 

 

１２ 昇任 

新たな制度に統一するための協議を継続する。 

 

１３ 教育、研修等 

組織の円滑な運営及び高度化・専門化する業務に対応するため、職員研修及び資 

格取得等、計画的な人材育成を進める。 
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１４ 被服等の貸与 

新たな制度に統一する。 

 

第３ 施設等整備計画 

１ 消防施設計画 

三島市、裾野市及び長泉町では、２市１町に跨って連続した市街地が形成されている

ことや道路網の整備が進んで短時間で往来が可能な地域の一体性を生かして、消防救

急力の重複エリアを見直し、現状の消防力を分散管理することを回避し、住民サービス

の更なる向上を目指した署所・部隊配置を行う。 

今後 10 年間に北分遣所の一部と茶畑分遣所を統合、併せて中郷分遣所の建て替えを

行い、救急車を配置する等の適正配置を進めていく。 

また、広域化の共同整備の効果として、２市１町の非常時における緊急車の燃料補給

が可能となるよう自家用給油所等の設備整備を検討する。 

 

＜統合整備後の署所＞ 

名 称（仮称） 位 置 

三島消防署 三島市南田町 4-40 

 

北分遣所 三島市文教町 2-1-32 

錦田分遣所 三島市谷田（並木）294-1 

中郷分遣所 三島市中島 85-14 

裾野消防署 裾野市石脇 515 

  須山分遣所 裾野市須山 1545-８ 

長泉消防署 長泉町中土狩 910-１ 

北分遣所の一部と茶畑分遣所を統合した 

新たな消防施設 
２市１町境を想定 

※ 施設整備計画の詳細を資料編の資料３に示す。 
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２ 車両更新計画 

消防車両の更新基準年数は、消防車両 15 年、救急車 10 年又は走行距離 15 万㎞、は

しご車 20年とする。 

車両更新計画は以下のとおりとする。 

 

＜消防車両更新計画＞ 

年 度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

消防ポンプ車 三島１  裾野３  三島３ 

救急車 
三島救３  裾野救１  裾野救３ 

    長泉救２ 

特殊車両  三島はしご車  三島工作車  

その他車両 
三島防災車  裾野連絡車  三島広報車 

裾野広報車  長泉連絡車  長泉広報車 

計 ４台 １台 ４台 １台 ５台 

 

年 度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 平成 36 年度 平成 37 年度 

消防ポンプ車  裾野５ 三島２ 裾野４ 裾野１ 

救急車 
 裾野救５ 三島救２ 長泉救３ 三島救５ 

 三島救４  裾野救２  

特殊車両 長泉工作車     

その他車両 
 三島指揮車 三島水槽車 裾野指揮車 裾野連絡車 

 裾野連絡車    

計 １台 ５台 ３台 ４台 ３台 

※ 車両更新計画の詳細を資料編の資料４に示す。 

 

３ 電算システム 

財務会計システムは、三島市が使用しているシステムを利用し、会計処理は、三島市

会計課に協力を仰ぎ実施する。 

人事給与システムは、三島市と同様のシステムを整備する。 
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第４ 経費負担等 

１ 経費の負担割合 

負担割合は、基準財政需要額を基本とするが、平成 28年度から平成 30 年度までの３

年間は、経過措置として、過去３年間の常備消防費及び消防施設費（非常備消防に係る

経費を除く）の決算額の平均年額を基準とする。 

平成 31 年度以降の負担割合については、基準財政需要額割とし、３年ごとに見直し

をする。 

経常経費、投資的経費は、一つの消防本部となることから、前記の負担割合により負

担する。（新たな施設建設は除く。） 

 

＜過去 3年間の決算額の平均＞                      （千円） 

費 目 三島市 裾野市 長泉町 合計額 

常備消防費(A) 1,112,358 48.83% 655,533 28.77% 510,208 22.40% 2,278,099 

消防施設費(B) 38,881 26.87% 89,637 61.94% 16,193 11.19% 144,711 

(A)＋(B) 1,151,239 47.52% 745,170 30.76% 526,401 21.72% 2,422,810 

 

２ 財政計画 

財政計画は、平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間について、財政計画を定め

る。 

※ 財政計画を資料編の資料５に示す。 

 

３ 財産の取扱い 

(1) 庁舎等（土地、建物、附属施設） 

市町の財産（動産・不動産）については、市町が保有し、一部事務組合に無償貸与

する。 

借地については関係市町が地権者の合意を得て契約更新する。 

 

(2) 備品等 

既存備品は、各市町で引き続き台帳管理する。 

一部事務組合が整備する新規備品については、一部事務組合の財産とし、財務会計

システムの中で適正に管理する。 

 

 

 

 



31 

 

(3) 消火栓及び防火水槽 

消防水利等については市町の管理する業務となるが、日常点検は一部事務組合で

実施する。 

 

＜各市町の消防水利の現況＞                        （基） 

種 別 
三島市 裾野市 長泉町 合計 

公設 私設 公設 私設 公設 私設 公設 私設 

消火栓 1,322 56 767 10 499 245 2,588 311 

防
火
水
槽 

耐震 

40m3未満 0 0 6 0 2 48 8 48 

100m3未満 160 109 144 0 56 79 360 188 

100m3以上 6 4 13 0 6 3 25 7 

計 166 113 163 0 64 130 393 243 

非耐震 

40m3未満 22 25 36 9 0 5 58 39 

100m3未満 50 16 41 58 19 20 110 94 

100m3以上 0 12 0 0 0 5 0 17 

計 72 53 77 67 19 30 168 150 

 

(4) 債務の取扱い 

各市町の債務は各市町で償還する。 

 

第５ 消防団との連携確保 

消防団事務は、本来市町の業務であることから、各市町で消防団事務を取り扱うこと

とし、円滑に業務を移行していくため、一部事務組合から各市町へ消防団担当者を派遣

する。 

 

＜消防団の訓練風景＞ 
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１ 情報の共有化 

消防指令センターを核として、各市町の消防団に対し適正な情報発信を行い、連絡体

制の強化を図る。また、地域防災力向上を図るためにも消防団の資機材整備に対し、助

言指導をしていける関係を保持する。 

消防救急デジタル無線の整備に合わせ、消防団車両や詰所への消防無線受令機の整備

を行い、災害情報の共有化を図る。 

 

２ 各種訓練等 

消防職員が消防団の各種会議や訓練に積極的に参画し、共に知識技術の伝承を行うと

共に、日頃から知識技術の習得に努め、互いに発展する消防を目指す。 

 

３ 災害時の活動 

各市町の消防団と災害情報を共有し、迅速、的確な消防活動ができるよう連携体制を

確保する。また、大規模な自然災害や広域災害に対し、消防団からの情報を積極的に収

集し、各市町の災害警戒（対策）本部とも情報の共有化を図る。 

 

第６ 防災・国民保護担当部局との連携確保 

１ 市町防災部局との担当窓口 

消防組合における市町防災部局との担当窓口は、各消防署とする。 

 

２ 災害時の対応 

各市町に災害警戒（対策）本部等が設置された場合は、各消防署から各市町災害対策

本部に消防署長又は消防署長が指名する責任ある職員を派遣し、相互に情報を共有し、

連携を密にしながら、消防の任務を円滑に遂行する体制を確保する。 

 

３ 平常時の訓練等への参加 

各市町で実施する防災訓練等や防災・国民保護等に関する各種会議に消防署長又は消

防署長が指名する責任ある職員が参加するなど、住民の安全・安心を確保できる体制を

構築する。 

 

第７ 各種関係機関との連携確保 

防火協会、危険物安全協会、防火クラブ等の各防火団体と連携強固なものにし、予防

体制の充実を図るため、各種団体への対応は本部予防課及び各消防署の消防室で実施

する。 

また、医療機関及び地域メディカルコントロール協議会との連携体制については、救

急活動全般に対して、これを医学的に俯瞰・監修し、救急活動の「質の管理」を行う体

制を基本として調整する。 
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第４章  資料編 

 資料１ 

 

警  防  係

予  防  係

警  防  係

救  急  係

救  助  係

予  防  係

庶  務  係

中郷分遣所

錦田分遣所

警 防 救 急 課

通 信 指 令 課

消防本部・消防署　組織図

救  急  係

救  助  係

救  急  係

救  助  係

予  防  係

庶  務  係

三 島 消 防 署

北 分 遣 所

消  防  室

消  防  室

庶  務  係

総　 務　 課

予　 防　 課

救  急  係

査察指導係

警  防  係

総  務  係

財  政  係

企画調整係

予  防  系

危 険 物 係

長 泉 消 防 署

裾 野 消 防 署

消防署

消防本部

茶畑分遣所

須山分遣所

指  令  係

警  防  係
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消防署所施設の詳細 資料２ 

＜三島市＞ 

署所名称 
建築 

年月 

耐震 

状況 

敷地面積

（㎡） 

延べ面積

（㎡） 

建築経費 

(百万円) 

土地 

所有者 

建物 

所有者 

債務の

有無 

本部・本署 H18.09 有 6466.58 3506.81 947 三島市 三島市 有 

北分遣所 S59.01 有 1184.2 288.2 47 三島市 三島市 無 

錦田分遣所 H09.03 有※ 449.72 225.53 55 三島市 三島市 無 

中郷分遣所 S49.05 有※ 410.92 158.8 11 三島市 三島市 有 

北上分遣所18 S54.05 有 469.0 152.95 25 三島市 三島市 無 

 

＜裾野市＞ 

署所名称 
建築 

年月 

耐震 

状況 

敷地面積

（㎡） 

延べ面積

（㎡） 

建築経費 

(百万円) 

土地 

所有者 

建物 

所有者 

債務の

有無 

本部・署 H15.03 有 

2726.69 3447.8 1,135 裾野市 裾野市 有 

1828.51    
一部 

個人 
  

茶畑分遣所 S55.12 有※ 653.3 184.95 21.3 個人 裾野市 無 

須山分遣所 H21.11 有 1991.45 414.49 179 
財団 

法人 
裾野市 有 

 

＜長泉町＞ 

署所名称 
建築年

月 

耐震

状況 

敷地面積

（㎡） 

延べ面積

（㎡） 

建築経費 

(百万円) 

土地所

有者 

建物所

有者 

債務の

有無 

本部・署 H01.03 有 1515.73 1627.73 277 長泉町 長泉町 無 

                                                   
18 平成 27年 10 月 6日現在、北分遣所へ一時統合。 

※ 非常用自家発電設備未整備 
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資料３  

 消
防

施
設

整
備

計
画

(単
位

：
千

円
)　

広
域
化
初
年
度

2
年
度

3
年
度

4
年
度

5
年
度

6
年
度

7
年
度

8
年
度

9
年
度

1
0
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

平
成
3
0
年
度

平
成
3
1
年
度

平
成
3
2
年
度

平
成
3
3
年
度

平
成
3
4
年
度

平
成
3
5
年
度

平
成
3
6
年
度

平
成
3
7
年
度

場
所

市
町
境
を
想
定

市
町
境
を
想
定

市
町
境
を
想
定

市
町
境
を
想
定

三
島
市

三
島
市

三
島
市

三
島
市

施
設
名

概
要

用
地
調
査
選
定

新
規
用
地
取
得

約
1
,5
0
0
㎡

基
本
・
実
施
設
計

R
C
造
2
階
建
て

延
床
面
積

1
,0
0
0
㎡
程
度

車
庫
・
事
務
室

仮
眠
室
・
浴
室

訓
練
室
・
会
議
室

用
地
調
査
選
定

新
規
用
地
取
得

約
8
0
0
㎡

基
本
・
実
施
設
計

R
C
造
2
階
建
て

延
床
面
積

5
0
0
㎡
程
度

車
庫
・
事
務
室

仮
眠
室
・
浴
室

自
家
用
発
電
設
備

計
画
概
要

２
市
１
町
の
境
に
北
分

遣
所
の
一
部
と
茶
畑

分
遣
所
を
統
合
し
た

施
設
整
備
に
必
要
と

な
る
用
地
の
調
査
選

定

２
市
１
町
の
境
に
北
分

遣
所
の
一
部
と
茶
畑

分
遣
所
を
統
合
し
た

施
設
整
備
に
必
要
と

な
る
用
地
の
確
保

約
4
5
4
坪
*
3
5
0

必
要
と
な
る
消
防
力
が

配
置
可
能
と
な
る
施
設

の
基
本
設
計
、
実
施
設

計
の
策
定

①
施
設
建
設
経
費

及
び
電
気
設
備
、
機

械
設
備
等
の
付
帯
設

備
経
費

②
自
家
用
給
油
設
備

等
の
機
械
設
備
経
費

中
郷
分
遣
所
の
整
備

に
必
要
と
な
る
用
地

の
調
査
選
定

中
郷
分
遣
所
建
設
用
地

の
取
得

約
2
4
0
坪
*
3
5
0

必
要
と
な
る
消
防
力
が

配
置
可
能
と
な
る
施
設

の
基
本
設
計
、
実
施

設
計
の
策
定

施
設
の
建
設
経
費

施
設
、
電
気
設
備
、

機
械
設
備
経
費

（
須
山
分
遣
所
事
業

費
を
参
考
）

整
備
経
費
(案
）

1
,7

0
0

15
9,

00
0

35
,0

00
45

0,
00

0
1,

40
0

84
,0

00
18

,0
00

20
0,

00
0

50
,0

00

場
所

裾
野
市

裾
野
市

三
島
市

三
島
市

施
設
名

裾
野
消
防
署

茶
畑
分
遣
所

三
島
消
防
署

中
郷
分
遣
所

概
要

訓
練
棟
塗
装
工
事

解
　
体

訓
練
棟
塗
装
工
事

解
　
体

計
画
概
要

建
設
後
1
5
年
経
過

塗
装
に
よ
る
外
壁
A
L
C

版
保
護

S
造
　
4
階
建
て

旧
茶
畑
分
遣
所
の
解

体
経
費

建
設
後
1
5
年
経
過

塗
装
に
よ
る
外
壁
A
L
C

版
保
護

S
造
　
4
階
建
て

旧
中
郷
分
遣
所
の
解

体
経
費

整
備
経
費
（
案
）

12
,0

00
8,

00
0

14
,0

00
8,

00
0

1,
70

0
15

9,
00

0
47

,0
00

50
0,

00
0

9,
40

0
98

,0
00

18
,0

00
20

0,
00

0
8,

00
0

※
中

長
期

整
備

計
画

に
盛

り
込

む
施

設
の

施
設

規
模

、
整

備
経

費
に

つ
い

て
は

総
て

概
算

と
な

り
ま

す
。

※
設

計
に

掛
か

る
経

費
は

、
国

交
省

告
示

等
を

参
考

に
記

載
し

た
も

の
。

車
両
整
備

整
備
経
費
概
算
合
計

消
防
施
設
整
備

新
た
な
消
防
施
設

中
郷
分
遣
所
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資料４ 
初

期
・
中

長
期

財
政

計
画

＿
車

両
整

備
編

〈
車

両
更

新
計

画
〉

　
消

防
ポ

ン
プ

自
動

車
：

１
５

年
　

　
救

急
自

動
車

：
１

０
年

ま
た

は
走

行
距

離
１

５
万

㎞
　

　
は

し
ご

車
：

２
０

年
　

　
そ

の
他

：
１

５
年

※
上

記
更

新
計

画
を

基
準

と
す

る
が

、
か

か
る

経
費

を
平

準
化

す
る

た
め

、
初

期
・

中
期

は
整

備
計

画
年

を
調

整
す

る
。

(単
位

：
千

円
)

広
域

化
初

年
度

2
年

度
3
年

度
4
年

度
5
年

度
6
年

度
7
年

度
8
年

度
9
年

度
1
0
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
平

成
3
1
年

度
平

成
3
2
年

度
平

成
3
3
年

度
平

成
3
4
年

度
平

成
3
5
年

度
平

成
3
6
年

度
平

成
3
7
年

度
市

町
三

島
市

裾
野

市
三

島
市

裾
野

市
三

島
市

裾
野

市
裾

野
市

車
種

消
防

ポ
ン

プ
車

消
防

ポ
ン

プ
車

消
防

ポ
ン

プ
車

消
防

ポ
ン

プ
車

消
防

ポ
ン

プ
車

消
防

ポ
ン

プ
車

消
防

ポ
ン

プ
車

登
録

年
度

H
4
年

度
H

9
年

度
H

1
0
年

度
H

1
4
年

度
H

1
5
年

度
H

1
7
年

度
H

1
9
年

度
経

費
6
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

（
ま

た
は

化
学

消
防

車
）

市
町

(6
5
,0

0
0
)

車
種

登
録

年
度

経
費

市
町

三
島

市
裾

野
市

裾
野

市
裾

野
市

三
島

市
長

泉
町

三
島

市
車

種
救

急
車

救
急

車
救

急
車

救
急

車
救

急
車

救
急

車
救

急
車

登
録

年
度

H
4
年

度
H

1
6
年

度
H

2
0
年

度
H

2
1
年

度
H

2
3
年

度
H

2
3
年

度
H

2
4
年

度
経

費
4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

市
町

長
泉

町
三

島
市

裾
野

市
車

種
救

急
車

救
急

車
救

急
車

登
録

年
度

H
2
0
年

度
H

2
2
年

度
H

2
3
年

度
経

費
4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

市
町

三
島

市
三

島
市

長
泉

町
三

島
市

車
種

は
し

ご
車

救
助

工
作

車
救

助
工

作
車

水
槽

車
登

録
年

度
H

6
年

度
H

1
2
年

度
H

1
1
年

度
H

1
1
年

度
経

費
2
0
0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

5
5
,0

0
0

市
町

三
島

市
裾

野
市

三
島

市
三

島
市

裾
野

市
裾

野
市

車
種

防
災

車
(ﾄ

ﾗ
ｯ
ｸ
)

連
絡

車
広

報
車

山
岳

用
指

揮
車

(指
令

車
)

指
揮

車
連

絡
車

登
録

年
度

H
4
年

度
H

1
1
年

度
H

1
4
年

度
H

1
7
年

度
H

2
0
年

度
H

2
1
年

度
経

費
5
,0

0
0

3
,0

0
0

5
,0

0
0

5
,0

0
0

8
,0

0
0

3
,0

0
0

市
町

裾
野

市
長

泉
町

長
泉

町
裾

野
市

車
種

広
報

車
連

絡
車

(指
令

車
)

広
報

車
連

絡
車

登
録

年
度

H
1
0
年

度
H

1
2
年

度
H

1
7
年

度
H

1
7
年

度
経

費
5
,0

0
0

3
,0

0
0

5
,0

0
0

3
,0

0
0

4台
1台

4台
1台

5台
1台

5台
3台

4台
3台

11
0,

00
0千

円
20

0,
00

0千
円

10
6,

00
0千

円
15

0,
00

0千
円

15
0,

00
0千

円
15

0,
00

0千
円

14
8,

00
0千

円
15

5,
00

0千
円

14
8,

00
0千

円
10

3,
00

0千
円

※
市

町
名

は
、

現
状

の
配

置
市

町
で

あ
り

、
将

来
計

画
に

お
い

て
署

所
の

再
編

・
移

転
等

に
よ

り
計

画
は

見
直

し
ま

す
。

車
両

整
備

合
計

台
数

合
計

額

消
防

ポ
ン

プ
車

救
急

車

特
殊

車
両

そ
の

他
車

両
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資料５ 

(
単

位
　

千
円

、
％

)

年
 
 
度

　

　
区

　
分

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

１
　

市
町

負
担

金
2
,
0
5
1
,
0
4
1

9
0
.
7

-
2
,
0
8
4
,
7
3
8

8
9
.
2

1
.
6

2
,
0
6
3
,
0
5
5

9
2
.
1

-
1
.
0

2
,
0
5
2
,
5
5
8

9
0
.
8

-
0
.
5

2
,
0
4
9
,
5
0
1

9
0
.
8

-
0
.
1

歳
２

　
手

数
料

3
,
9
6
3

0
.
2

-
4
,
0
8
2

0
.
2

3
.
0

4
,
2
0
4

0
.
2

3
.
0

4
,
3
3
0

0
.
2

3
.
0

4
,
4
6
0

0
.
2

3
.
0

３
　

諸
収

入
4
4
,
7
2
0

2
.
0

-
4
5
,
1
6
8

1
.
9

1
.
0

4
5
,
6
2
0

2
.
0

1
.
0

4
6
,
0
7
6

2
.
0

1
.
0

4
6
,
5
3
7

2
.
0

1
.
0

４
　

組
合

債
9
9
,
0
0
0

4
.
4

-
1
8
0
,
0
0
0

7
.
7

8
1
.
8

1
0
6
,
2
0
0

4
.
7

-
4
1
.
0

1
3
5
,
0
0
0

6
.
0

2
7
.
1

1
3
5
,
0
0
0

6
.
0

0
.
0

入
５

　
そ

の
他

6
1
,
3
3
2

2
.
7

-
2
2
,
1
3
2

1
.
0

-
6
3
.
9

2
2
,
1
3
2

1
.
0

0
.
0

2
2
,
1
3
2

1
.
0

0
.
0

2
2
,
1
3
2

1
.
0

0
.
0

合
　

　
　

計
2
,
2
6
0
,
0
5
6

1
0
0
.
0

-
2
,
3
3
6
,
1
2
0

1
0
0
.
0

3
.
4

2
,
2
4
1
,
2
1
1

1
0
0
.
0

-
4
.
1

2
,
2
6
0
,
0
9
6

1
0
0
.
0

0
.
8

2
,
2
5
7
,
6
3
0

1
0
0
.
0

-
0
.
1

１
　

人
件

費
　

1
,
9
5
5
,
8
7
8

8
6
.
5

-
1
,
9
3
6
,
3
1
9

8
2
.
9

-
1
.
0

1
,
9
1
6
,
9
5
6

8
5
.
5

-
1
.
0

1
,
8
9
7
,
7
8
6

8
4
.
0

-
1
.
0

1
,
8
7
8
,
8
0
8

8
3
.
2

-
1
.
0

歳
２

　
物

件
費

　
1
2
8
,
5
9
5

5
.
7

-
1
3
2
,
4
5
3

5
.
7

3
.
0

1
3
6
,
4
2
6

6
.
1

3
.
0

1
4
0
,
5
1
9

6
.
2

3
.
0

1
4
4
,
7
3
5

6
.
4

3
.
0

３
　

維
持

補
修

費
1
3
,
8
9
5

0
.
6

-
1
4
,
8
6
7

0
.
6

7
.
0

1
5
,
9
0
8

0
.
7

7
.
0

1
7
,
0
2
1

0
.
8

7
.
0

1
8
,
2
1
3

0
.
8

7
.
0

４
　

投
資

的
経

費
1
1
0
,
0
0
0

4
.
9

-
2
0
0
,
0
0
0

8
.
6

8
1
.
8

1
1
8
,
0
0
0

5
.
3

-
4
1
.
0

1
5
0
,
0
0
0

6
.
6

2
7
.
1

1
5
0
,
0
0
0

6
.
7

0
.
0

出
５

　
そ

の
他

（
元

利
償

還
金

含
む

）
5
1
,
6
8
8

2
.
3

-
5
2
,
4
8
1

2
.
2

1
.
5

5
3
,
9
2
1

2
.
4

2
.
7

5
4
,
7
7
0

2
.
4

1
.
6

6
5
,
8
7
4

2
.
9

2
0
.
3

合
　

　
　

計
2
,
2
6
0
,
0
5
6

1
0
0
.
0

-
2
,
3
3
6
,
1
2
0

1
0
0
.
0

3
.
4

2
,
2
4
1
,
2
1
1

1
0
0
.
0

-
4
.
1

2
,
2
6
0
,
0
9
6

1
0
0
.
0

0
.
8

2
,
2
5
7
,
6
3
0

1
0
0
.
0

-
0
.
1

 
 
財

源
過

不
足

額

 
 
(
 
歳

入
－

歳
出

）

負
担

額
負

担
率

伸
率

負
担

額
負

担
率

伸
率

負
担

額
負

担
率

伸
率

負
担

額
負

担
率

伸
率

負
担

額
負

担
率

伸
率

9
7
4
,
6
5
5

4
7
.
5
2

-
9
9
0
,
6
6
8

4
7
.
5
2

1
.
6

9
8
0
,
3
6
4

4
7
.
5
2

-
1
.
0

1
,
0
6
8
,
3
5
6

5
2
.
0
5

9
.
0

1
,
0
6
6
,
7
6
5

5
2
.
0
5

-
0
.
1

6
3
0
,
9
0
0

3
0
.
7
6

-
6
4
1
,
2
6
5

3
0
.
7
6

1
.
6

6
3
4
,
5
9
6

3
0
.
7
6

-
1
.
0

5
4
2
,
4
9
1

2
6
.
4
3

-
1
4
.
5

5
4
1
,
6
8
3

2
6
.
4
3

-
0
.
1

4
4
5
,
4
8
6

2
1
.
7
2

-
4
5
2
,
8
0
5

2
1
.
7
2

1
.
6

4
4
8
,
0
9
5

2
1
.
7
2

-
1
.
0

4
4
1
,
7
1
1

2
1
.
5
2

-
1
.
4

4
4
1
,
0
5
3

2
1
.
5
2

-
0
.
1

※
負

担
率

は
現

段
階

で
試

算
さ

れ
た

割
合

で
あ

り
、

実
際

の
負

担
率

と
は

誤
差

が
あ

る
。

・
署

所
の

整
備

費

年
 
 
度

　

　
区

　
分

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算

見
込

額
構

 
成

伸
 
率

決
算
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